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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　石炭炊きボイラと、有機性廃棄物を可燃性ガスにガス化すると共に前記ボイラから回収
した石炭灰を溶融処理する噴流層式ガス化炉とを備え、
前記石炭炊きボイラは、石炭を燃焼させる燃焼部と、該燃焼部上部に過熱管が設けられた
一次熱交換部と、該熱交換部の下流に節炭器が設けられた二次熱交換部と、前記燃焼部で
生成したボトム灰を冷却する冷却塔と、前記噴流層式ガス化炉に前記冷却塔から回収され
た前記ボトム灰を供給するボイラ燃焼部ボトム灰供給装置と、前記ボイラの節炭器を出た
ガスから回収された飛散灰を前記噴流層式ガス化炉に供給する飛散灰供給装置と、該飛散
灰供給装置を加熱する加熱装置とを有することを特徴とする石炭灰処理プラント。
【請求項２】
　石炭炊きボイラと、有機性廃棄物を可燃性ガスにガス化すると共に前記ボイラから回収
した石炭灰を溶融処理する噴流層式ガス化炉と、該噴流層式ガス化炉からの前記可燃性ガ
スを前記石炭炊きボイラの燃焼部に供給する可燃性ガス供給手段とを備え、
前記石炭炊きボイラは、前記石炭を燃焼させる燃焼部と、該燃焼部上部に過熱管が設けら
れた一次熱交換部と、該熱交換部の下流に節炭器が設けられた二次熱交換部と、前記燃焼
部で生成したボトム灰を冷却する冷却塔と、前記噴流層式ガス化炉に前記冷却塔から回収
された前記ボトム灰を供給するボイラ燃焼部ボトム灰供給装置と、前記節炭器を出た燃焼
ガスから回収された飛散灰を前記噴流層式ガス化炉に供給する飛散灰供給装置と、該飛散
灰供給装置を加熱する加熱装置とを有することを特徴とする石炭灰処理プラント。
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【請求項３】
　請求項１又は２において、前記噴流層式ガス化炉は、有機性廃棄物を可燃性ガスにガス
化する円筒状のガス化室と、前記有機性廃棄物及び酸化剤が前記ガス化室内で周方向に沿
って旋回流を形成するように配置された有機性廃棄物供給ノズルと、前記ガス化室で溶融
した灰分を冷却する前記ガス化室の下部に設けられたスラグ冷却室と、前記ガス化室で生
成した熱を回収する熱回収ボイラと、前記ガス化室の下部に設けられ前記石炭炊きボイラ
に生成した前記ボトム灰及び飛散灰を前記ガス化室内で周方向に沿って旋回流を形成する
ように供給する石炭灰供給ノズルとを有することを特徴とする石炭灰処理プラント。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、新規な石炭焚きボイラと有機性廃棄物を可燃性ガスにガス化する噴流層式ガ
ス化炉とを備えた新規な石炭灰処理プラントに係り、特に石炭炊きボイラから生成した石
炭灰を溶融処理すると共に、廃プラスチック等の有機性廃棄物を酸素などの酸化剤により
熱分解、部分酸化し処理するガス化炉に石炭灰を供給し溶融処理する石炭焚きボイラと噴
流層式ガス化炉とを備えた石炭灰処理プラントに関する。
【０００２】
【従来の技術】
近年の石炭火力発電所の増設・新設に伴い燃焼灰の排出量も増大することが予想され、石
炭火力発電所から排出される燃焼灰の処理が大きな課題となっている。
【０００３】
従来の石炭炊きボイラから排出した燃焼灰の代表的な処理方法として、▲１▼埋め立てと
▲２▼有効再利用に大別される。埋め立てする場合には、燃焼灰の溶出水が高アルカリの
ため、燃焼灰の処分場の確保が困難になっている。このため、有効再利用を図ることが望
まれている。
【０００４】
その有効利用としては、▲１▼セメント分野、▲２▼土木分野、▲３▼建築分野、▲４▼
農林水産分野に大別され、このなかでも大部分がセメント分野での再利用である。セメン
ト分野では、セメント原材料、セメント混合材及びコンクリート混和材に利用されている
のが現状である。更に、石炭灰の利用を拡大するためには、▲２▼～▲４▼の分野に拡大
する必要がある。ただし、セメント原材料として使用するためには灰中未燃分をなるべく
少なくする必要がある。微粉炭ボイラから排出した燃焼灰は未燃分を３～５％含有してい
る。この値は石炭種によって異なり、燃料比が高く燃えにくい石炭は未燃分が多く生成す
る。炭素分が５．０％以上の石燃焼は、石炭灰改質炉等で前処理する必要があった。セメ
ント原材料に用いられる炭素分の規制値は５．０％以下である。下記に石炭炊きボイラか
ら生成した燃焼灰を連続的に処理する代表的な例を下記に示す。
【０００５】
特開昭62－125891号公報には、石炭の燃焼によって生成されたガスから飛散灰を分離捕集
する第１の飛散灰捕集手段と、この手段で捕集された飛散灰と酸素富化空気が噴射導入さ
れるスラグタップ式燃焼炉と、この燃焼炉内での飛散灰の酸素富化燃焼により生成された
溶融スラグを燃焼炉から取り出す手段と、生成ガスから未燃炭素分の少ない飛散灰を捕集
する第２の飛散灰手段により系外に取り出すか、前記燃焼炉に再度戻す手段を具備する飛
散灰の処理方法が示されている。
【０００６】
特開平7-145924号公報には、微粉炭炊きボイラから発生する石炭灰を処理するにあたり、
前記ボイラにおいて、石炭灰中の未燃炭素濃度が５～２０％になるように微粉炭を燃焼さ
せ、その後未燃炭素分が残存している石炭灰を溶融炉に導き、該石炭灰を酸素又は酸素富
化ガスで燃焼溶融すると共に、該溶融炉から排出される高温の燃焼排ガスを前記ボイラに
戻す石炭灰処理方法が示されている。
【０００７】
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特開2001-153309号公報には、高温の燃焼ガスを生成する灰溶融炉と複数段のバーナを有
する微粉炭ボイラにおいて、集塵器で回収した石炭灰を前記灰溶融炉に供給する手段を設
け、前記微粉炭ボイラの最下段バーナの下段に灰溶融炉の排気ガスの出口管を取り付け、
その排気ガス及び灰溶融炉からの飛灰も同時に微粉炭ボイラに供給する微粉炭ボイラと灰
溶融炉を用いた石炭灰処理方法が示されている。
【０００８】
【発明が解決しようとする課題】
特開昭62-125891公報では、未燃炭素を有するフライアッシュをスラグタップ式燃焼炉で
燃焼させ、フライアッシュ中の未燃炭素を低減することにあり、ボイラ底部に形成される
石炭灰の処理については示されていないし、有機性廃棄物の処理についても示されていな
い。
【０００９】
特開平7-145924号公報では、ボイラにおいて、石炭灰中の未燃炭素濃度が５～２０％にな
るように微粉炭を燃焼させ、そのボイラ底部から取り出されるボトムアッシュと、燃焼排
ガスから回収される未燃炭素を有するフライアッシュとを溶融炉の上に設けられた燃焼部
で燃焼させ、ボトムアッシュとフライアッシュ中の未燃炭素を低減すると共にそれらの石
炭灰を溶融することにあるが、有機性廃棄物の処理とそれによる石炭灰の処理との関係も
示されていない。
【００１０】
特開2001-153309号公報では、未燃炭素を有するフライアッシュを灰溶融炉で燃焼させ、
フライアッシュ中の未燃炭素を低減すること、更にＮＯｘの排出量を低減するように灰溶
融炉から出た高温の燃焼ガスをボイラ底部に供給するものであるが、ボイラ底部に形成さ
れる石炭灰の処理については示されていないし、有機性廃棄物の処理についても示されて
いない。
【００１１】
　本発明の目的は、プラスチック等の有機性廃棄物を可燃性ガスにガス化すると共に石炭
炊きボイラの燃焼部及びその節炭器から生成した石炭灰を溶融処理することのできる噴流
層式ガス化炉を備えたこと、又、その生成された可燃性ガスを石炭炊きボイラの燃料とし
て使用することができる石炭焚きボイラを備えた石炭灰処理プラントを提供することにあ
る。
【００１３】
【課題を解決するための手段】
　本発明は、後述する石炭炊きボイラと、有機性廃棄物を可燃性ガスにガス化すると共に
前記ボイラから回収した石炭灰を溶融処理する噴流層式ガス化炉とを備えた石炭灰処理プ
ラントにあり、その石炭焚きボイラは、石炭を燃焼させる燃焼部と、該燃焼部上部に過熱
管が設けられた一次熱交換部と、該熱交換部の下流に節炭器が設けられた二次熱交換部と
、前記燃焼部で生成したボトム灰を冷却する冷却塔と、有機性廃棄物を可燃性ガスにガス
化する噴流層式ガス化炉に前記冷却塔から回収された前記ボトム灰を供給するボイラ燃焼
部ボトム灰供給装置と、前記節炭器を出たガスから回収された飛散灰を前記ガス化炉に供
給する飛散灰供給装置と、該飛散灰供給装置を加熱する加熱装置とを有する。
【００１４】
　又、本発明の石炭灰処理プラントにおいては、石炭焚きボイラが、石炭を燃焼させる燃
焼部と、該燃焼部上部に過熱管が設けられた一次熱交換部と、該熱交換部の下流に節炭器
が設けられた二次熱交換部と、前記燃焼部で生成したボトム灰を冷却する冷却塔と、有機
性廃棄物を可燃性ガスにガス化する噴流層式ガス化炉に前記冷却塔から回収された前記ボ
トム灰を供給するボイラ燃焼部ボトム灰供給装置と、前記節炭器を出たガスから回収され
た飛散灰を前記ガス化炉に供給する飛散灰供給装置と、該飛散灰供給装置を加熱する加熱
装置とを有し、前述の噴流層式ガス化炉から生成される前記可燃性ガスを前記燃焼部に供
給する可燃性ガス供給手段を有する。
【００１５】
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　本発明の有機性廃棄物を可燃性ガスにガス化する噴流層式ガス化炉は、有機性廃棄物を
可燃性ガスにガス化するガス化室と、該ガス化室の上部に設けられ前記ガス化室にて発生
した熱を回収する熱回収ボイラと、前記ガス化室にて発生した生成ガスを石炭炊きボイラ
に燃料として供給する前記石炭炊きボイラと熱回収ボイラとを結ぶ流通管とを有すること
が好ましい。
【００１６】
　前述に、前記石炭炊きボイラで生成した石炭灰を前記ガス化室に供給する石炭灰供給ノ
ズル及び前記噴流層式ガス化炉から発生した前記可燃性ガス中のチャ－及び有害成分を除
去し前記流通管に接続された除去装置の少なくとも一方を有する。
【００１７】
　本発明に係る石炭灰処理プラントの噴流層式ガス化炉は、有機性廃棄物を可燃性ガスに
ガス化する円筒状のガス化室と、前記有機性廃棄物及び酸化剤が前記ガス化室内で周方向
に沿って旋回流形成するように配置された有機性廃棄物供給ノズルと、前記ガス化室で溶
融した灰分を冷却する前記ガス化室の下部に設けられたスラグ冷却室と、前記ガス化室で
生成した熱を回収する熱回収ボイラと、前記ガス化室の下部に設けられ石炭炊きボイラに
生成した石炭灰を前記ガス化室内で周方向に沿って旋回流を形成するように供給する石炭
灰供給ノズルとを有することを特徴とする。
【００１８】
　前述に、前記可燃性ガスを石炭炊きボイラに燃料として供給する前記石炭炊きボイラと
ガス化炉とを結ぶ流通管と、前記ガス化炉から発生した前記可燃性ガス中のチャ－及び有
害成分を除去し前記流通管に接続された除去装置とを有することが好ましい。
【００１９】
前記有機性廃棄物供給ノズル及び石炭灰供給ノズルは各々の外周に酸化剤を供給する酸化
剤供給ノズルが設けられていることが好ましい。
【００２０】
前記ガス化室に、酸化剤を供給する酸化剤供給ノズルが前記ガス化室の周方向に旋回流を
形成するように複数本配置され、前記酸化剤供給ノズルが前記有機性廃棄物供給ノズル及
び石炭灰供給ノズルの上部に設けられていることが好ましい。
【００２１】
前記酸化剤供給ノズルによって形成される旋回流の直径は前記有機性廃棄物供給ノズル及
び石炭灰供給ノズルによって形成される旋回流の直径よりも大きくなるように配置されて
いることが好ましい。
【００２４】
以上のように、本発明は、プラスチック等の有機性廃棄物を可燃性ガスにガス化すること
、又その際に、その生成した灰を石炭炊きボイラから生成した石炭灰と同時に溶融処理す
ると共に、有機性廃棄物をガス化処理し、その生成された一酸化炭素、水素に富む可燃性
ガスを石炭炊きボイラ内に供給し、燃料として混焼することにより、エネルギーの有効利
用を図ると同時に、石炭灰の連続処理の高効率化が図れるものである。
【００２５】
　特に、本発明における有機性廃棄物をガス化する噴流層式ガス化炉は、１室で、その炉
内に上段と下段の２段に旋回流を形成せしめることにより粒子の滞留時間が延び、かつ熱
分解と部分酸化を一つの炉で同時に満たすことにより、一酸化炭素及び水素を主成分とす
る可燃性ガスが得られることを利用したものである。
【００２６】
【発明の実施の形態】
　図１は、本発明の有機性廃棄物と石炭燃焼による石炭灰処理プラントの構成を示す系統
図である。図１に示すように、石炭炊きボイラ２１に有機性廃棄物３と酸化剤を噴流層式
ガス化炉９（以下、ガス化炉９という）内に供給し、有機性廃棄物５の熱分解反応及び部
分酸化反応により水素及び一酸化炭素を主成分とするガスを得るガス化炉９（ガス化炉反
応部上部に熱回収ボイラ敷設）とガス化炉の出口に生成ガス中のチャ－及び塩素等の有害
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物質を除去する除去装置３５（集塵装置、精製装置含む）とガス化炉９と石炭炊きボイラ
２１の燃焼部３４を連結する流通管１６と石炭炊きボイラ２１から生成するボトム灰及び
飛散灰をガス化炉９に供給するボイラ燃焼部ボトム灰供給装置２２と飛散灰供給装置２５
とから石炭灰供給ノズル２８を通してガス化炉９に供給される。
【００２７】
　ガス化炉９の下段部に有機性廃棄物５、石炭炊き燃焼部３４から生成したボトム灰をボ
トム灰供給ライン２３、ボイラから飛散回収した飛散灰を飛散灰供給ライン２６を介して
供給するノズル２８、２８’（いずれも酸化剤６を噴出させる）を有し、かつ酸化剤６を
単独供給するノズル３０を設置する。有機性廃棄物５を供給するのと同時に酸化剤はガス
化炉９内に供給されると、ガス化室１１’に旋回流３１が形成される。下段部に有機性廃
棄物５を有機性廃棄物供給装置３を用いてガス化炉９内に供給すると、重力により落下し
、一部の有機性廃棄物５は、熱分解され、炭素類２以上の炭化水素ガスを生成する。発生
した熱により高温になり、有機性廃棄物５中の灰分が溶融する。この高温ゾーンに石炭炊
きボイラ２１の燃焼部３４の底部から排出したボトム灰をボトム灰供給ライン２３と石炭
炊きボイラ２１の節炭器を出たガスから飛散回収した飛散灰を飛散灰供給ライン２６を介
して、各供給装置２２、２５により搬送し、下段部に設置した灰供給ノズル２８、２８’
を介して供給した。溶融した灰はガス化炉底部から排出される。
【００２８】
熱分解により生成した炭素鎖２以上の炭化水素ガスは、ガス化炉上部へと上昇し、上段部
に設置した酸化剤ノズル１２から酸化剤３２を旋回供給し酸化剤と反応させると、軽質化
され、一酸化炭素及び水素を生成する。しかし、有機性廃棄物５をガス化すると塩素等の
有害物質が微量に発生するため、有害物質を除去する精製装置を設置すると共に生成ガス
中には未燃の炭素分を含有したチャ－を含んでいるため、それを除去する集塵装置を設置
し、クリーンガスにした。このガスを流通管から石炭炊きボイラ燃焼部３４に流通し、燃
料として使用する。
【００２９】
図１のシステムは大きく分けて有機性廃棄物ガス化用ガス化炉９、除去装置（集塵装置及
び精製装置含む）３５有機性廃棄物ガス化炉９から石炭炊きボイラ間流通管１６、石炭炊
きボイラ２１、石炭炊きボイラ燃焼部ボトム灰供給装置２２、集塵装置（サイクロン、バ
グフィルタ等）２４及び飛散灰供給装置２５から成る。
【００３０】
　ガス化炉９は、溶融スラグ冷却部１４、ガス化反応部１１及び熱回収ボイラ１０から成
る。ガス化反応部１１は気流中で酸化剤と有機性廃棄物５を接触させガス化する噴流層式
のガス化炉である。この特徴は、１室２段ガス化方式を採用し、原料と酸化剤を上、下段
に分岐し、旋回流を形成せしめることによりガス＋原料の滞留時間が長くなり、ガス化効
率向上が図れるものである。下段部に有機性廃棄物充填容器１内の有機性廃棄物５を有機
性廃棄物供給装置３（機械的手段等）を介して供給ライン４からガス化炉反応部下段部１
１’内に供給すると、重力により落下し、一部の有機性廃棄物５は、熱分解され、炭素類
２以上の炭化水素ガスを生成する。発生した熱により高温になり、有機性廃棄物５中の灰
分が溶融する。この高温ゾーンに石炭炊きボイラ２１の燃焼部３４の底部から排出したボ
トム灰をボトム灰供給ライン２３を介してボイラ燃焼部ボトム灰供給装置２２と、石炭炊
きボイラ２１の節炭器を出たガスから飛散回収した飛散灰を飛散灰供給ライン２６を介し
て、飛散灰供給装置２５により排出し、不活性ガス（窒素、二酸化炭素等）３６、３６’
により気流搬送し、ガス化反応部下段部１１’に設置した図２に示す石炭灰供給ノズル２
８、２８’を介して供給した。石炭灰供給ノズル２８、２８’は、外壁に対して水を流通
させた水冷却タイプである。
【００３１】
図２に示すように、ボイラの底部から出たボトム灰２３はボイラ燃焼部石炭灰供給装置２
２を通って石炭灰供給ノズル２８’よりガス化炉９に、又ボイラ２１から飛散回収した飛
散灰２６は石炭灰供給装置２５を通って石炭灰供給ノズル２８よりガス化炉９に各々供給
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される。更に、各々のノズルにはそれらの外周に設けられた酸素供給ラインを通して酸素
が供給される。又、この石炭灰供給部分には、有機性廃棄物５とその外周に設けられた酸
素供給ラインからの酸素とのガス化炉９への供給、及び酸化剤ノズル３０から酸素が供給
される。いずれの供給も旋回流を形成するように供給される。
【００３２】
図３は、ガス化炉９への酸素を供給する酸化剤ノズル１２の断面図である。酸化剤ノズル
１２は４個均等にガス化炉９の外周に配置されており、いずれも旋回流が形成するように
配置されている。この旋回流の直径は、石炭灰供給ノズルによって形成される旋回流の直
径よりも大きく、２段の旋回流が形成されるものである。
【００３３】
このように、本実施例におけるガス化炉９は、１室で、その炉内に上段と下段の２段に旋
回流を形成せしめることにより石炭灰と有機性廃棄物粒子の滞留時間が延び、かつ一つの
炉で熱分解と部分酸化とを同時に満たすことにより、一酸化炭素及び水素を主成分とする
燃料ガスが得られることを利用したものである。
【００３４】
下段領域は１６００℃以上の高温度になるため、有機性廃棄物５中の灰分及び石炭灰が溶
融してスラグ１３が生成する。このスラグ１３は、ガス化反応部下段部１１’の下部に水
を充填した冷却部１４内に自由落下せしめ、急冷固化した。
【００３５】
酸化剤（酸素）は、酸化剤充填容器６、上段酸素供給ライン３２、上段酸素供給量調節弁
７、下段酸素供給ライン２９、下段酸素供給量調節弁８を有している。上段、下段の酸化
剤供給量は、上段部及び下段部の温度に見合って、供給量を設定した。上、下段部の温度
制御は、酸素供給量と有機性廃棄物５供給量の比で調節する。
【００３６】
熱分解により生成した炭素鎖２以上の炭化水素ガスは、ガス化炉上部へと上昇し、上段部
１１”に設置した酸化剤ノズル１２から酸化剤３２を旋回供給し、酸化剤と反応させると
、形質化され、一酸化炭素及び水素を生成する。ガス化反応部１１から生成したガスは、
熱回収ボイラ１０により高温ガスの熱を回収する。また、ガス化炉９出口に生成ガス中の
有害物質を除去する除去装置３５（生成ガス中には塩素等の有害物質が微量に含有してい
るため、その有害物質を除去する精製装置及び未燃の炭素分を含有したチャ－が数％含ん
でいるため、このチャ－を除去する集塵装置から成る）を設置し、クリーンガスにした後
、石炭炊きボイラ燃焼部３４に供給した。
【００３７】
一酸化炭素、水素に富んだクリーンガスは、ガス化炉９から石炭炊きボイラ間流通管１６
を経て、石炭炊きボイラ燃焼部３４に供給され、燃料として混焼される。ガス化炉９から
発生する生成ガス中には窒素酸化物は少ない。ただし、有機性廃棄物５中の窒素量が多い
原料は、窒素酸化物の含有量は多少多くなる。石炭炊きボイラ２１には、石炭供給ノズル
１８より石炭と空気が供給され、図示していないが、ボイラ本体には一次、二次及び三次
過熱管、再熱管が順次下流側に配置され、又ボイラ補助部には再熱管、加熱器、蒸発器及
び節炭器が順次配置されている。
【００３８】
石炭炊きボイラ燃焼部ボトム灰供給装置２２及び飛散灰供給装置２５は、ロータリフィー
ダ等の機械的手段により定量排出した後、不活性ガス（窒素、二酸化炭素等）により気流
搬送し、ガス化炉反応部１１’内に供給する。石炭炊きボイラ燃焼部ボトム灰供給装置２
２及び飛散灰供給装置２５の詳細を図１を用いて説明する。
【００３９】
　燃焼炉３４の下部には、ボトム灰を冷却する水を充填した冷却塔３８、４０を設置し、
８００℃前後のボトム灰を一旦冷却した後、灰回収容器４２に排出した。その後、２００
℃前後の乾燥用空気を噴出しながらベルトコンベア５１で破砕機４３を有した石炭炊きボ
イラ燃焼部ボトム灰供給装置２２に供給し、粉砕されたボトム灰をスクリュウフィ－ダー
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４５で送給すると共に、搬送用ガス（又は不活性ガス）３６でボトム灰供給ライン２３か
ら石炭灰供給ノズル２８’を介してガス化反応部１１’に供給した。ボトム灰中には４０
ｍｍ以上の塊状部を含有しているため、この状態で搬送ラインに供給すると、閉塞する可
能性があるため、０．１５ｍｍ以下に粉砕した後、スクリュウフィーダ４５により定量排
出した。
【００４０】
　飛散灰供給系は、集塵装置２４、集塵回収ホッパ４６、バルブ４８、飛散灰供給装置２
５から成る。飛散灰供給装置２５は、ホッパ４７、スクリュウフィーダ５０及び搬送用ガ
ス（又は不活性ガス）３６’及び飛散灰供給ライン２６からなる。飛散灰は２００℃前後
であるため、飛散灰供給系で温度が低下して凝縮しないように、上記各装置は１５０℃前
後に加熱されている。飛散灰は集塵装置２４で回収した後、集塵用ホッパ４６に充填した
後、飛散灰供給装置２５に供給し、スクリュウフィーダ５０を用いて定量排出する。排出
された飛散灰は、搬送用ガス３６’にて、飛散灰供給ライン２６から石炭灰ノズル２８を
介して、ガス化反応部１１’に供給する。
【００４１】
以上のようにプラスチック等の有機性廃棄物を溶融処理するガス化炉内に石炭炊きボイラ
から生成した石炭灰を同時に溶融処理すると共に有機性廃棄物を可燃性ガスが生成される
ようにガス化処理し、その生成された一酸化炭素、水素に富む可燃性ガスを石炭炊きボイ
ラ内に供給し、燃料として混焼することにより、エネルギーの有効利用が図れると同時に
石炭灰の連続処理の高効率化が図れる。
【００４２】
【発明の効果】
本発明によれば、プラスチック等の有機性廃棄物を溶融処理するガス化炉内に石炭炊きボ
イラから生成した石炭灰を同時に溶融処理すると共に有機性廃棄物を可燃性ガスにガス化
処理し、その生成された一酸化炭素、水素に富む可燃性ガスを石炭炊きボイラ内に供給し
、燃料として混焼することにより、エネルギーの有効利用が図れると同時に、より石炭灰
の連続処理の高効率化が図れる。また、有機性廃棄物をガス化処理し、可燃性ガス中のダ
ストや塩素等の有害物質を除去する集塵装置と精製装置に流通した後、一酸化炭素、水素
に富む生成ガスを石炭炊きボイラ内に供給し、燃料として混焼することにより、ガス化炉
から生成した可燃性ガスのエネルギーの有効利用が図れる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の噴流層式ガス化炉と石炭焚ボイラとを有する石炭灰処理プラントの構
成を示す系統図である。
【図２】　本発明のガス化炉における下段部の石炭灰供給ノズルの断面図である。
【図３】　本発明のガス化炉における上段部の酸化剤ノズルの断面図である。
【符号の説明】
　１…有機性廃棄物充填容器、２…加圧用及び搬送用窒素ガス、３…有機性廃棄物供給装
置（機械的手段等）、４…供給ライン、５…有機性廃棄物、６…酸化剤充填容器、７…上
段酸素流量調節弁、８…下段酸素流量調節弁、９…ガス化炉、１０…熱回収ボイラ、１１
…ガス化反応部、１１’…ガス化反応部下段部、１１”…ガス化反応部上段部、１２…酸
化剤ノズル、１３…溶融スラグ、１４…溶融スラグ冷却部（水充填）、１５…スラグホッ
パ、１６…ガス化炉からボイラ燃焼間流通管、１７…石炭燃焼用空気ガス、１８…石炭供
給ノズル、１９…石炭供給部、２０…石炭供給ライン、２１…石炭炊きボイラ、２２…石
炭炊きボイラ燃焼部ボトム灰供給装置、２３…ボトム灰供給ライン、２４…集塵装置（サ
イクロン、バグフィルタ等）、２５…飛散灰供給装置、２６…飛散灰供給ライン、２７…
精製装置へ、２８、２８’…石炭灰供給ノズル、２９…下段酸素供給ライン、３０…酸化
剤ノズル、３１…下段旋回流、３２…上段酸素供給ライン、３３…上段旋回流、３４…石
炭炊きボイラ燃焼部、３５…除去装置、３６、３６’…不活性ガス（窒素、二酸化炭素等
）、３７…切り替えバルブ、３８…冷却塔、３９…切り替えバルブ、４０…冷却塔、４１
…切り替えバルブ、４２…灰回収容器、４３…破砕機、４４…ホッパ圧調整用ガス（又は
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不活性ガス）、４５…スクリュウフィーダ、４６…集塵ホッパ、４７…ホッパ、４８…切
り替えバルブ、４９…ホッパ加圧用ガス（又は不活性ガス）、５０…スクリュウフィーダ
、５１…ベルトコンベア。

【図１】 【図２】
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